
農業補助金セミナー次第

テーマ 主な内容 資料No.

１．農業者が活用可能な
補助金①

• 農地利用効率化等支援事業、担い手確保・経営強化
支援事業、地域農業構造転換支援事業の概要等

資料１－１～
１－３• 令和８年度園芸用施設・設備導入等支援事業の概要

等

• ひろしま型スマート農業普及支援事業の概要等

２．農業者が活用可能な
補助金②

• 中小企業省力化投資補助金、新事業進出・ものづくり
商業サービス補助金、小規模事業者持続化補助金、デ
ジタル化・AI導入補助金、業務改善助成金等

• 補助金活用のポイント等

資料２

３．ＪＡグループ広島から
の情報提供

• 農業資金（お借入れ）、定期貯金・年金キャンペーン 資料３

• 農業リスク共済 資料４

• 熱中症等対策 資料５

４．全体質疑 ― ―

農水省

経産省
厚労省

１．日時

２．内容

令和８年７月３０日（木）、７月３１日（金） １３時００分～１５時３０分

©よりぞう



セミナーの参加方法・進行ルールについて
（web参加者様）



・Eメールにある「ミーティングリンク」をクリックするとwebexに接続されます。
※「Cisco Webex Meetingsアプリ」をPC端末にダウンロードしていない場合は、「ブラウザから参加してください」をクリックし
てください。

＜手順①＞

１

カメラ・マイク付きPC（もしくはスマートフォン・タブレットなど）をご準備下さい。

＜手順②＞

・「名前」（団体名等）、「メールアドレス」を入力して、「ゲストとして参加」をクリックしてください。
・「ミーティングに参加」をクリックすると、セミナーに参加できます。

１．web参加者様の参加方法について



【その他の参加方法（ミーティング番号、パスワードから接続する場合）】

・PCを利用する場合は、Yahoo・Google等にて「Webex」等と検索いただき、トップページの「ミーティングに参加」ボタン
をクリック後に、ミーティング番号・パスワードを入力のうえご対応ください。

＜手順①＞

＜手順②＞

ミーティング番号：2517 793 2916（７月３０日）
2513 146 1489（７月３１日）

パスワード ：1234（両日ともに同じ）

・スマートフォン・タブレットを利用する場合は、App StoreもしくはGoogle Playより「Cisco Webex Meetingsアプリ」
をダウンロードのうえ、「参加」ボタンをクリック後にミーティング番号・パスワードを入力してください（ログイン等の必要はありま
せん）。

・「名前」（団体名等）、「メールアドレス」を入力して、「ゲストとして参加」をクリックしてください。
・「ミーティングに参加」をクリックすると、セミナーに参加できます。

２



２．web参加者様の音声設定について

講演中、講師の発言内容が鮮明に聞き取れるよう、事務局にてweb参加者様からの音声設定をあらかじめ制限（ミュート
の強制設定）させていただきます。

３．質疑応答について

・別途質疑応答の時間を設けさせていただきます。
・ご質問がある方は、画面をタップのうえ、画面下にある挙手機能をクリックしてください。

・事務局にてご質問される方のミュートの強制設定を個別解除させていただきますので、「自分のミュートを解除」をクリックして、
発言してください。

３．その他

・音声の途切れや遅延等が発生する場合、資料の画面共有を行わないことがあります。あらかじめお手元に資料をご準備ください。
・通信環境の安定性を確保するため、web参加者様側のビデオはオフのままでお願いします。

３



農業者が活用可能な補助金

・農地利用効率化等支援事業

・担い手確保・経営強化支援事業

・地域農業構造転換支援事業

・スマート農業・農業支援サービス事業加速化総合対策事業

・産地生産基盤パワーアップ事業

・園芸用施設・設備導入等支援事業（単県）

広島県農林水産局農業生産課

資料１－１



［個別経営体向け事業］

既存事業の競争率が激化

令和７年度（主な補助率）

農地利用効率化等支援交付金（３／10以内）

担い手確保・経営強化支援事業（１／２以内）

令和８年度（主な補助率）

農地利用効率化等支援事業（３／10以内）

担い手確保・経営強化支援事業（１／２以内）

地域農業構造転換支援事業（３／10以内）

◆現行の地域計画か、見直し後の地域計画において次の要件あり

◆成果目標の選択肢が拡大

＜地域農業構造転換支援事業＞

◆農地集積の加速化に向けて、本事業に重点予算化

①付加価値額の拡大以外に、②経営面積の拡大、③労働生産性
の向上が選択可能

①目標集積率が６割以上（中山間地域は５割以上） 又は
②目標集積率が現状よりも10ポイント以上増加



地域計画の早期実現に向けて、地域の中核となる担い手が経営改善に取り組む場合に必要な農業用機
械・施設の導入を支援します。

［農地利用効率化等支援事業］

【助成対象者】
将来の地域の農業を担う者として地域計画のうち目標地図に位置図けられた認定農業者、
認定新規就農者

●融資主体支援タイプ

補 助 率：事業費の３/10以内
補助上限額：１経営体当たり300万円

目標地図に位置づけられた者であって、目標年度の経営面積が次に掲げる基準以上
となる場合は、600万円 （水田作等20ha、露地作5ha、果樹作3ha、施設園芸作１ha）

支援内容
農産物の生産、加工、流通、その他農業経営の開始若しくは経営の改善に必要な機械又は施設の導
入・整備等

例えば次の機械等が支援の対象となります。
〇トラクター、田植機、コンバインなどの農業用機械の取得
〇乾燥調製施設（乾燥機）、集出荷施設（選果機）、
農畜産物加工施設（加工設備）など設備の取得

〇ビニールハウスの整備



・融資を活用して農業用機械等の導入を行うこと（既に導入済の農業用機械等は対象になり
ません。）

・成果目標を設定し、経営改善の取組を行うこと。

・事業費（導入する農業用機械等の価格）が整備内容ごとに50万円以上であること。

・事業の対象となる農業用機械等は、耐用年数が概ね５年以上20年以下のものであること。
※中古農業用機械等にあっては、新品時の耐用年数がおおむね５年以上20年以下のも
のであり、かつ、使用可能と認められる年数が２年以上のものであること。

・運搬用トラック、パソコン、倉庫等、農業経営の用途以外の用途に容易に供されるような汎
用性の高いものでないこと。

・助成対象者の成果目標に直結するものであり、既存の機械等の単なる更新を行うものでな
いこと。

・園芸施設共済、農機具共済、民間事業者の保険への加入等、気象災害等に備えること。

基本的な要件（融資主体支援タイプ）



成果目標及びポイントについて

１～12
１～５
１～３
１～５

２～５
１～２
３
１～２
１
１～３

①付加価値額の拡大
②経営面積の拡大
③労働時間の短縮
④経営管理の高度化
（法人化、GAP認証取得、BCP 等）
⑤新規就農
⑥農業者の育成
⑦女性の取組
⑧輸出の取組
⑨環境配慮の取組

⑩労働環境の改善

２
１～３

①認定農業者等への農地集積

②農地集積割合の増加

46（参考）最大ポイントの計
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優先枠について

集約型農業経営優先枠

土地利用の制約などから、規模拡大による経営発展が制限される地域等における、集約型
の農業の導入による収益の向上のための取組を支援。

①と②の要件を満たす方が対象

① 「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等
に関する法律」に基づき、環境負荷低減事業活動実施計画又は特定環境負荷低減
事業活動実施計画の認定を受けていること。

② 導入等する機械等が①の計画の取組内容に関連するものであること。

スマート農業優先枠

みどり農業推進優先枠

①と②の要件を満たす方が対象

① スマート農業技術活用促進法の生産方式革新実施計画の認定を受けていること。
② 導入等する機械等が①の計画の取組内容に関連するものであること。



国内外の様々な経営環境の変化に対応し得る農業経営への転換を図ろうとする地域の中核となる担い手
に対し、必要な農業用機械・施設等の導入を支援する。

［担い手確保・経営強化支援事業（国補正事業）］
※令和８年度補正事業の有無については未定

【助成対象者】（①～②について、認定農業者又は認定新規就農者に限る）

①地域計画のうち目標地図に位置付けられた者（融資活用）

②市町が認める者（融資不要、上限100万円）

【事業概要】
補 助 率：事業費の１/２以内

補助上限額：①法人：3,000万円（法人以外の者：1,500万円）
②市町が認める者：100万円

助 成 対 象
農産物の生産、加工、流通、販売その他農業経営の開始若しくは経営の改善に必要な機械
又は施設の導入・整備等
例えば次の機械等が支援の対象となります。
・トラクター、田植機、コンバインなどの農業用機械の取得
・乾燥調製施設（乾燥機）、集出荷施設（選果機）、農畜産物加工施設（加工設備）など設備の取得
・ビニールハウスの整備



・融資を活用して農業用機械等の導入を行うこと。（②市町が認める者は除く）

・既に導入済の農業用機械等は対象になりません。

・成果目標を設定し、経営改善の取組を行うこと。

・事業費（導入する農業用機械等の価格）が整備内容ごとに50万円以上であること。

・事業の対象となる農業用機械等は、耐用年数が概ね５年以上20年以下のものであること。
※中古農業用機械等にあっては、新品時の耐用年数がおおむね５年以上20年以下のも
のであり、かつ、使用可能と認められる年数が２年以上のものであること。

・運搬用トラック、パソコン、倉庫等、農業経営の用途以外の用途に容易に供されるような汎
用性の高いものでないこと。

・助成対象者の成果目標に直結するものであり、既存の機械等の単なる更新を行うものでな
いこと。

・園芸施設共済、農機具共済、民間事業者の保険への加入等、気象災害等に備えること。

基本的な要件



優先枠について

スマート農業転換優先枠

みどり農業推進優先枠

①と②の要件を満たす方が対象

① スマート農業技術活用促進法の生産方式革新実施計画の認定を受けていること。
② 導入等する機械等が①の計画の取組内容に関連するものであること。

①と②の要件を満たす方が対象

① 「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等
に関する法律」に基づき、環境負荷低減事業活動実施計画又は特定環境負荷低減
事業活動実施計画の認定を受けていること。

② 導入等する機械等が①の計画の取組内容に関連するものであること。



地域の中核となって農地を引き受ける担い手の経営改善に必要な農業用機械・施設の導入を支援する。

［地域農業構造転換支援事業］

【助成対象者】

地域計画のうち目標地図に位置付けられた認定農業者又は認定新規就農者（融資不要）

【事業概要】
補 助 率：事業費の３/10以内

補助上限額：①法人：3,000万円（法人以外の者：1,500万円）

助 成 対 象
農産物の生産、加工、流通、販売その他農業経営の開始若しくは経営の改善に必要な機械又は
施設の導入・整備等
例えば次の機械等が支援の対象となります。
・トラクター、田植機、コンバインなどの農業用機械の取得
・乾燥調製施設（乾燥機）、集出荷施設（選果機）、農畜産物加工施設（加工設備）など設備の取得
・ビニールハウスの整備

【対象地域】
現行の地域計画か、見直し注後の地域計画において以下の要件を満たす地域
①目標集積率が６割以上（中山間地域は５割以上）であること 又は
②目標集積率が現状よりも10ポイント以上増加する姿となること

注：見直しは事業実施年度の翌年度までに行うこと



・農業用機械のリース導入も対象（補助率：定額。取得額相当の３／７以内）
（成果目標に加え、リース期間終了後に相当程度の経営面積の拡大をする場合）

・既に導入済の農業用機械等は対象になりません。

・成果目標を設定し、経営改善の取組を行うこと。

・事業費（導入する農業用機械等の価格）が整備内容ごとに50万円以上であること。

・事業の対象となる農業用機械等は、耐用年数が概ね５年以上20年以下のものであること。
※中古農業用機械等にあっては、新品時の耐用年数がおおむね５年以上20年以下のも
のであり、かつ、使用可能と認められる年数が２年以上のものであること。

・運搬用トラック、パソコン、倉庫等、農業経営の用途以外の用途に容易に供されるような汎
用性の高いものでないこと。

・助成対象者の成果目標に直結するものであり、既存の機械等の単なる更新を行うものでな
いこと。

・園芸施設共済、農機具共済、民間事業者の保険への加入等、気象災害等に備えること。

基本的な要件



〇申請手続き

農地利用効率化等支援事業等の場合

〇スケジュール

助
成
対
象
者

農
業
者

事
業
実
施
主
体

市
町

中
国
四
国
農
政
局・
農
林
水
産
省

②調査回答

⑪交付申請

⑥計画申請

④´回答

⑤採択通知 ⑤´採択通知

⑬´交付決定

⑩´交付申請

助成事業

①要望調査照会

⑥´計画申請

①´相談

③要望調査照会

④要望調査回答

⑦計画協議

⑧協議回答 ⑨協議回答

⑩交付申請

⑫交付決定 ⑬交付決定

②´回答

③´要望調査

⑨´協議回答

広
島
県
農
業
生
産
課

広
島
県
農
林
水
産
事
務
所

（
農
林
事
業
所）

※助成対象者は市町からの指導に基づき事業実施

令和９年度に事業に取り組むためには、９月に実施する県の要望調査に応募することが必要です。

事業計画を整備し、早めに市町へ相談してください。

５月４月３月２月１月12月11月10月９月事業名

⑩交付
申請

⑤採択通知
⑥計画申請

③国要
望調査①

県要望
調査

農地利用効率化等
支援事業

⑩交付
申請

⑥計画
申請

⑤採択
通知

③国要
望調査

担い手確保・経営
強化支援事業

注：「地域農業構造転換支援事業」については、表中の両事業のスケジュールで要望調査が実施されている。



スマート農業・農業支援サービス事業
加速化総合対策事業



農業支援サービス事業とは

本事業において、農業支援サービス事業は、農業者に対して対価を得て提供す
るサービスであって、次のサービス内容の欄に掲げるいずれかの取組に該当する事
業をいいます。
いずれの類型においても、農産物の加工・流通・販売に係るサービスは除きます。

備考サービス内容類型

受委託契約（農業者との直接
契約を原則とする。）の下で農
作業を代行するもの。

農業者の行う農作業を代行する取組専門作業受注型

一つ又は一式の農業機械・器
具につき複数の農業者に提
供するものを原則とする。

農業者が使用するスマート農業機械等を、
レンタル・サブスクリプション等の販売以外
の手段によって農業者に提供する取組

機械設備供給型

作業者を必要とする農業現場に農作業を
行う人材を派遣する取組

人材供給型

農産物（生育途中のものを含む。）、種苗、
土壌やほ場等の状態の把握及びその情
報の分析を行い、これに基づき農業者に
情報・助言等を提供する取組

データ分析型

上記サービス内容の複合型の取組その他



サービス事業者の育成・活動の促進等の加速化を図るため、サービス事業者の
新規参入又は事業拡大に向けたニーズ調査、サービス事業の企画・検討のための

試行・改良、サービス事業の提供に必要なスマート農業機械等の導入を支援する。

［農業支援サービスの立上げ・事業拡大支援］

【事業実施主体】

サービス事業者等

【事業概要】
補助率：
①立上げ・事業拡大の取組：定額
②スマート農業機械等の導入：１/２以内

補助上限額：①3,000万円、②5,000万円

成果目標及び目標年度
（１） 成果目標：事業実施主体が提供するサービス事業を活用する農地面積

の拡大に係る目標
（２） 目標年度：事業実施年度の翌々年度



サービス事業者が提供するサービスの
利用者又は提供地域が全て県域に留
まる場合

［申請先のイメージ］

県に申請

サービス事業者が提供するサービスの
利用者又は提供地域が複数県にわた
る場合

中国四国農政局に申請

広島県

サービス サービス

サービス事業者

広島県

サービス

サービス

サービス事業者

他県



県の問合せ先（スマート農業・農業支援サービス事業加速化総合対策事業）

21

電話番号住所管轄機関市町

082-228-2111
広島市中区
基町10-52

西部農林水産事務所
農村振興課

広島市、大竹市、廿日市市、
府中町、海田町、熊野町、坂町、
北広島町、安芸高田市、
安芸太田町

0823-22-5400
呉市西中央
一丁目3-25

西部農林水産事務所
呉農林事業所
農村振興課

呉市、江田島市

082-422-6911
東広島市西条
昭和町13-10

西部農林水産事務所
東広島農林事業所
農村振興課

竹原市、東広島市、大崎上島町

084-921-1311
福山市三吉町
一丁目1-1

東部農林水産事務所
農村振興課

福山市、府中市、神石高原町

0848-25-2011
尾道市古浜町
26-12

東部農林水産事務所
尾道農林事業所
農村振興課

三原市、尾道市、世羅町

0824-72-2015
庄原市東本町
一丁目4-1

北部農林水産事務所
農村振興課

三次市、庄原市

082-513-3592
広島市中区
基町10-52

農業生産課広島県全域



産地生産基盤パワーアップ事業
（収益性向上対策・生産支援事業）



①農業機械のリース導入・取得：１／２以内
（リースの場合は本体価格の１／２以内）

②生産資材の導入：１／２以内

（３） 支援対象となる取組等

（４） 補助率

（１） 主な採択要件

・産地パワーアップ計画において基準を満たした成果目標を定めること。
・面積要件等を満たしていること。

（２） 支援対象者（取組主体）

農業者、農業者団体等

※原則、１法人（１農業者）による産地パワーアップ計画は作成不可





園芸用施設・設備導入等支援事業
（単県）



［事業概要］

注：令和９年２月までに施工又は納品が完了すること。

３月２月１月12月11月10月９月８月７月

追加要望調査

採択通知

事業計画申請・承認

交付申請・決定 事業実施 事業完了

○事業内容：チラシ参照

○事業スケジュール（令和８年度）

○申請先：各市町



物価高騰等の環境変化に影響されにくく、収益力の高い農業経営
の実現に向けて、県独自に園芸用の施設・設備の導入・改修等の
取組を支援することで、農業者の経営発展の加速化を図る。

１/２以内（補助上限:30,000千円）

認定農業者又は認定新規就農者
（面積要件等により産地生産基盤パワーアップ事業等の国庫事業
の対象外となっている者）

令和８年度園芸用施設・設備導入等支援事業

県 市町 農業者
補助金
１/２以内

補助金

園芸用ハウスの新設導入による施設規模の拡大の取組を支援

②ハウスリノベーション支援

③省エネ加温機器等導入支援

①ハウス導入支援

既存の園芸用ハウスの改修等による⾧寿命化及び高度化の取組
を支援

省エネ加温機器等の導入・更新による燃油使用量削減の取組を
支援

事業目的

メニュー

支援対象者

補助率

資料１－２



①ハウス導入支援

（参考）産地生産基盤パワーアップ事業（収益性向上対策）の産地面積要件
平 場:（おおむね）果樹10ha、施設野菜５ha、施設花き３ha
中山間地域等:（おおむね）果樹10ha、施設野菜３ha、施設花き２ha
（生産支援事業:５戸以上の農業者の参加又は１ha以上の取組面積）

支援内容区分

ハウス資材の導入園芸用ハウスの
導入（必須）

内張設備・自動巻上設備・環境制御設備・加温設
備・潅水設備の導入 など

附帯設備の導入

上記の設置に必要な工事費その他

園芸用ハウスの新設導入による施設規模の拡大の取組を支援

認定農業者又は認定新規就農者
（面積要件等により産地生産基盤パワーアップ事業等の国庫事業の対象
外となっている者）

１/２以内（補助上限:20,000千円）補助率

支援対象者

販売額又は単位面積当たり販売額の10％以上の向上成果目標

共済保険等（天災等に対する補償）の加入
事業継続計画（BCP）の策定

要件

※新規就農者育成総合対策事業（経営発展支援事業、世代交代・初期投資促進
事業）については、当該事業の上限事業費を超える等の理由で、当該事業の対
象ハウスと重複しない取組であれば対象とします。

規模拡大につながるハウス導入



②ハウスリノベーション支援

（参考）産地生産基盤パワーアップ事業（生産基盤強化対策）では、事業継承
を行うための同内容の取組が支援対象となる。

支援内容区分
（１）パイプ交換、タイバー等の補強、高性能フッ素

樹脂フィルム（エフクリーン）への更新等の
⾧寿命化のための取組

（２）環境制御設備（自動調光装置等の内張、自動巻上
装置、細霧冷房装置、加温装置、CO2
発生装置等）の導入等の高度化のための取組

園芸用ハウスの
改修・再構築
（必須注１）

被覆資材の更新、潅水設備の導入 など附帯設備の導入・
更新

上記の取組に必要な工事費その他
注:⾧寿命化及び高度化のための取組（単純更新不可）を一つ以上選択すること。その
場合、附帯設備の導入・更新を支援対象とする。

既存の園芸用ハウスの改修による⾧寿命化及び高度化の取組を支援

支援対象者

天候に合わせて最適光環境を実現する自動調光装置
（図引用:広島県立総合技術研究所農業技術センター

「ハウス内の光環境を最適化する自動調光システム」
パンフレット）

認定農業者又は認定新規就農者
（産地生産基盤パワーアップ事業等の国庫事業の対象外となっている者）

1/２以内補助率

タイバーによるハウス補強

取組内容に応じた目標を設定
①販売額の維持又は増加、②労働生産性の向上

成果目標

10年間の営農の意思表示注２、
共済保険等（ハウスは災害等に対する補償、それ以外は
盗難及び災害等に対する補償）の加入
事業継続計画（BCP）の策定

要件

注２:10年間使用可能なハウスとするため、必要に応じて改修に取り組むこと。



③省エネ加温機器等導入支援

支援内容区分
（１）ヒートポンプ、木質バイオマスボイラー等の

化石燃料を使用しない加温機の導入・更新
（２）燃油消費効率の高い燃油暖房機への更新
（３）CO2発生装置等の導入・更新

省エネ機器導入
・更新

循環扇、多段式サーモ、CO2濃度コントローラー、保
温効果の高い被覆資材（内張資材）等の導入・更新

内部設備の導入
・更新

省エネ機器等の稼働に必要な工事費
（ヒートポンプ導入時に真に必要となるハウス外の電
設工事を含む）

その他

注:内部設備の導入・更新のみは不可。機能向上しない消耗品、単純更新は対象外

省エネ加温機器等の導入・更新による燃油使用量削減の取組を支援

支援対象者

補助率 １/２以内

（参考）
産地生産基盤パワーアップ事業（施設園芸エネルギー転換枠）の面積要件
５戸以上の農業者の参加又は１ha以上の取組面積

認定農業者又は認定新規就農者
（面積要件等により産地生産基盤パワーアップ事業等の国庫事業の
対象外となっている者）

次のいずれかの目標を設定
①化石燃料を使用しない加温機の導入面積を加温
面積の50％以上に拡大

②燃油使用量の低減
③単位生産量当たり燃油使用量の低減

成果目標

共済保険等の加入（盗難及び天災等に対する補償）
事業継続計画（BCP）の策定

要件

燃油削減につながるヒートポンプ導入



ひろしま型スマート農業普及支援事業の概要

資料１－３

農林水産局農業技術課 スマート農業推進担当
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ひろしま型スマート農業普及支援事業（R8～）

スマート農業機器等の導入強化

＜取組の概要＞
○R7年度までに構築した経営モデルを含めたスマート技術の普及をより一層加速させるため、
兼業農家も含めた産地全体を対象として取り組む。

○これまでの経営モデルを踏まえ、産地の実情に応じて機械・システムの導入や農業支援サービス
の仕組みを取り入れた産地単位の導入計画を策定し、産地全体の生産性向上に向けた取組を

支援（実証補助）する。

○技術実証地区数：10地区/年
○事業費：上限4,000千円/地区

2



目的
スマート農業技術の普及に取り組む産地等に対して、
機械・システムの導入や農業支援サービス事業体の育成を支援する。

事業実施主体

農業者（生産部会又は複数経営体）
【支援グループ（下線は必須とする機関）】
市町、農業協同組合、県農業技術指導所、県農林水産事務所（畜産事務所）、県研究機関、
大学、企業 等

実証期間 原則、当該年度の２月末まで

主な要件

・実証後、産地等での導入計画を作成すること。
・産地等における労働生産性（生産量又は販売額又は栽培面積／労働時間）を
10％向上させる目標であること。
・産地等における普及性（普及見込面積、生産額増加見込額、導入見込経営体数）
が一定程度確保できる取組であること。
・産地等において、技術導入と併せて農業データの活用に取り組むこと。

補助対象経費
・産地への導入に向けた実証に必要な機械・機器及びアプリの利用（定額、ただし機械・
機器の購入については1/2）
・農業支援サービス事業体の育成（定額）

補助上限 4,000千円/地区

採択方法 ポイント制とし、ポイントの高い計画から順に採択する。

事業概要① スマート農業機器等の導入強化

【事業目的や要件など】
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【活用イメージ（例）】

【事業実施主体のイメージ】

※赤色は担い手、白色はその他の経営体

（露地タイプ）

地域の担い手が規模拡大するとともに、
ロールモデル経営体のデータを共有し、
模倣して労働生産性を向上

核となる担い手が規模拡大し、
担い手以外の作業を請け負うことで
地域全体の労働生産性を向上

（施設タイプ）

事業概要② スマート農業機器等の導入強化
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２ 政策的要素（加点要素）

（１）地域計画への位置づけ

（２）生産方式革新実施計画への認定又は着手

（３）特定環境負荷低減事業活動実施計画（みどり認定）への認定又は着手

（４）農業版事業継続計画（BCP）の策定又は着手

【ポイント項目】

１ 実証内容

（１）革新性（必須）

労働生産性（生産量又は販売額又は栽培面積／労働時間）の向上率

（２）普及性（いずれか１つを選択）

普及見込面積割合の増加幅 又は 販売額増加見込額の増加率

審査 スマート農業機器等の導入強化
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代表 副代表 監事 会計
（通帳管理）

運営 実証 具体的な内容

生産部会 ● ● ● ● （●） （●）
・実証実施に関すること（機械操作、フィールド提供、作
業記録等）
・導入計画作成

農業者
グループ

● ● ● ● （●） （●）
・実証実施に関すること（機械操作、フィールド提供、作
業記録等）
・導入計画作成

農林★
・事業実施計画等申請支援、実績報告書等作成支援
・導入計画作成支援、他会議等調整 など

指導所★
・事業実施計画書等作成、実証結果取りまとめ支援
・実証実施、導入計画作成支援 など

研究 実証に関する助言 など

市町 導入計画作成協力 など

ＪＡ
実証実施協力（事業実施計画・実績含む）、導入計画作成協力 など
※生産部会が構成員となる場合は事務局を分担

企業等 実証協力、軽微な機械の改良 など

＜事業実施主体＞

＜支援グループ＞ ※★は必須メンバー

＜実証グループ＞

実施体制 スマート農業機器等の導入強化

【実施体制】
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会議等調整などグループ
運営支援（農林）

実証実施支援（指導所）

農
業
技
術
課

市

町

事
業
実
施
主
体
（
生
産
部
会
等
）

要
望
調
査
～
交
付
決
定 交付申請

計画承認

実
証

要望調査

提出

周知

進達
審査

交付決定

提出

支払（農業技術課から直接交付）

提出

実
績
報
告

実
証
後

農
林
水
産
事
務
所
（
事
業
活
用
支
援
）

農
業
技
術
指
導
所
（
ス
マ
農
活
用
支
援
）

補助金申請

要望調査提出支援（農林）
事業実施計画書作成支援（指導所）

補助金実績報告支援（農林）

事業実施計画書に対する実績報
告支援（指導所）

導入計画作成支援（農林、指導
所）

補助金申請支援（農林）

導入状況報告書

導入状況報告支援（農林、指導所）
※事業実施後３年間

事業実績報告書
導入計画
請求書 等

実証グループ形成支援（農林）

事業実施
計画書

周知

※推進状況については、
随時、市町、農林、指導所へ共有する。

農業者グループ形成支援（農林）
※新たに形成する場合

ひろしま型スマート農業普及支援事業の流れ
スマート農業機器等の導入強化

【事業の流れ】
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スマート技術体系への包括的転換

加速化総合対策事業（スマ転事業）の概要

農業技術課スマート農業推進担当
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スマ転事業概要

9

スマ転事業

詳細は農水省HP参照 https://www.maff.go.jp/j/seisan/sien/sizai/sumaten.html



支援内容

10

スマ転事業

・品目ごとの技術課題の解決のため、産地におけるスマート農業技術の導入とその効果を高める栽培体系
への転換の取組を支援します。その際に必要となる農業機械の導入費や関連経費を支援します



・県が都道府県スマート農業ビジョンを策定し、実施方針を定めている。

・都道府県スマート農業ビジョンは県HPに掲載

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/84/smaten.html

スマ転事業の各計画について スマ転事業

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/84/smaten.html


取組主体事業計画※記載例 スマ転事業



【ポイント制度について】

①労働生産性の向上（10点満点）

②品目別の成果目標（10点満点）

③加算ポイント

※①と②の合計が10点を満たない
場合採択されない

取組主体事業計画※記載例 スマ転事業



提出

農

政

局

広 島 県

市

町

各
地
域
再
生
協
議
会
等

取

組

主

体

提出

提出

提出

ス
マ
ー
ト
農
業

ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定

承認

事
業
計
画
の
協
議
・
承
認

提出
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スマート計画

※

実
施
要
領

※

交
付
等
要
綱

通知
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取組主体
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県事業計画に
位置付けるか
決定・回答

通知
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利用計画

生産方式
革新実施
計画認定者

提出

スマ転事業の流れ（産地の範囲が市町域を超えない場合） スマ転事業



提出
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政
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県
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R8.3時点
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課
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実
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領

※

交
付
等
要
綱
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通知

取組主体
事業計画

県事業計画に
位置付けるか
決定・回答

通知

高度
利用計画

生産方式
革新実施
計画認定者

提出

スマ転事業の流れ（産地の範囲が県の全域等の広域的な場合） スマ転事業



市町 ※１

※１ 地域型 計画認定者の事業計画申請先を市町とします。

※２ 補助対象経費のうち③については、対象除外とします。

※２

※国事業説明資料抜粋

留意事項 スマ転事業




